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共産党
最低賃金を全国一律の１，５００円に引き上げることを
求める意見書（案）
　令和５年１月６日に公表された毎月勤労統計によると、令和４年１１月の実質賃金は前年同月比３．８％減となり、８年ぶりの大きな落ち込みとなった。しかも実質賃金の前年割れは８か月連続である。その一方で１２月の消費者物価指数は前年同月比４．０％増と４１年ぶりの高水準になった。さらに令和５年１月の東京都区部の消費者物価指数は、４１年８か月ぶりの４．３％の上昇を記録している。令和４年１０月の最低賃金引き上げは、全国加重平均で３．３％にすぎず、物価の上昇に追いついていない現状である。

そもそも日本の最低賃金は全国平均９６１円であり、他国に比べて低すぎる。フランスやドイツ、アメリカでは、物価高騰を反映して、最低賃金をそれぞれ１，５６０円、１，６９０円、２，０００円台へと引き上げている。日本においても１，５００円に引き上げることが急務になっている。

また、全国1位の東京が１，０７２円、最も低い１０県が８５３円であり、日本では地域による最低賃金の格差が２割以上に達している。この地域間格差が、生活保護、年金、公務員給与、保険料に至るまで悪影響を及ぼしている。最低賃金を全国一律１，５００円にすることが、東京一極集中と地方経済の衰退の解決にも道を開くものである。

よって、板橋区議会は、政府に対し、最低賃金を全国一律の１，５００円に引き上げることを強く求める。
以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
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